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様式－7 

要求事項との対比表 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

（使用済燃料の臨界防止） 

 

第五条 使用済燃料貯蔵施設は、使用済燃

料が臨界に達するおそれがないようにする

ため、核的に安全な形状寸法にすることそ

の他の適切な措置が講じられたものでなけ

ればならない。 

 

 

 

 

別添Ⅰ 

別添Ⅰ 1. 基本設計方針 

別添Ⅰ 1.1 共通項目 

1.1.1 使用済燃料の臨界防止 

 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料が臨

界に達するおそれがないよう次の方針に基

づき臨界防止設計を行う。 

 

 

(1) ①金属キャスク単体は，その内部のバ

スケットの幾何学的な配置及び中性子を吸

収する材料により，使用済燃料集合体を収

納した条件下で，技術的に想定されるいか

なる場合でも，中性子実効増倍率を0.95以

下となるよう設計する。 

 

(2) ②臨界防止機能の一部を構成する金

属キャスク内部のバスケットは，設計貯蔵

期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係

る期間等を考慮した十分な余裕を有する60

年間における放射線照射影響，腐食等の経

年変化に対して十分な信頼性を有する材料

を選定し，技術的に想定されるいかなる場

合でも臨界防止上有意な変形を起こさない

設計とする。金属キャスク内部のバスケッ

トにより，適切な使用済燃料集合体間隔を

保持し，使用済燃料集合体を相互に近接し

ないよう，使用済燃料集合体を所定の幾何

学的配置に維持する構造とし，設計貯蔵期

間（50年間）に加えて事業所外運搬に係る

期間等を考慮した十分な余裕を有する60年

間を通じてバスケットの構造健全性が保た

れる設計とする。 

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備並びに貯蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

(1) 使用済燃料の臨界防止に関する構造 

 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料が臨

界に達するおそれがないよう次の方針に基

づき臨界防止設計を行う。 

 

 

ａ． ①金属キャスク単体は，その内部の

バスケットの幾何学的な配置及び中性子を

吸収する材料により，使用済燃料集合体を

収納した条件下で，技術的に想定されるい

かなる場合でも，中性子実効増倍率を 0.95

以下となるよう設計する。 

 

ｂ． ②臨界防止機能の一部を構成する金

属キャスク内部のバスケットは，設計貯蔵

期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係

る期間等を考慮した十分な余裕を有する

60 年間における放射線照射影響，腐食等の

経年変化に対して十分な信頼性を有する材

料を選定し，技術的に想定されるいかなる

場合でも臨界防止上有意な変形を起こさな

い設計とする。金属キャスク内部のバスケ

ットにより，適切な使用済燃料集合体間隔

を保持し，使用済燃料集合体を相互に近接

しないよう，使用済燃料集合体を所定の幾

何学的配置に維持する構造とし，設計貯蔵

期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係

る期間等を考慮した十分な余裕を有する

60 年間を通じてバスケットの構造健全性

が保たれる設計とする。 

 

 

 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

1.1.1 使用済燃料の臨界防止に関する基

本方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料が臨

界に達するおそれがないよう次の方針に基

づき臨界防止設計を行う。 

 

 

(1) 使用済燃料貯蔵施設は，金属キャスク

の取扱時に金属キャスクが相互に近接する

こと等技術的に想定されるいかなる場合で

も臨界を防止する設計とする。 

 

 

 

(2) 臨界防止機能の一部を構成する金属

キャスク内部のバスケットは，原子力発電

所において使用済燃料集合体収納時に冠水

すること等技術的に想定されるいかなる場

合でも臨界防止上有意な変形を起こさない

設計とするとともに，設計貯蔵期間（50 年

間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を

考慮した十分な余裕を有する 60 年間を通

じて構造健全性が保たれる設計とする。 

 

1.2.2 使用済燃料の臨界防止 

適合のための設計方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料が臨

界に達するおそれがないよう次の方針に基

づき臨界防止設計を行う。 

(1) 金属キャスク単体は，その内部のバ

スケットの幾何学的な配置及び中性子を吸

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①差異なし 

 

 

 

 

 

 

②差異なし 
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技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ③使用済燃料集合体を収納した金属

キャスクを，使用済燃料貯蔵建屋の貯蔵容

量最大に収納した条件下で，金属キャスク

の搬入から搬出までの全工程において，金

属キャスク相互の中性子干渉を考慮し，技

術的に想定されるいかなる場合でも，中性

子実効増倍率を0.95以下となるよう設計す

る。 

 

 

(4) ④未臨界性に有意な影響を与える以

下の因子を考慮した設計とする。 

ａ． 配置・形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ． ③使用済燃料集合体を収納した金属

キャスクを，使用済燃料貯蔵建屋の貯蔵容

量最大に収納した条件下で，金属キャスク

の搬入から搬出までの全工程において，金

属キャスク相互の中性子干渉を考慮し，技

術的に想定されるいかなる場合でも，中性

子実効増倍率を 0.95 以下となるよう設計

する。 

 

 

ｄ． ④未臨界性に有意な影響を与える以

下の因子を考慮した設計とする。 

(a) 配置・形状 

収する材料により，使用済燃料集合体を収

納した条件下で，原子力発電所において使

用済燃料集合体収納時に冠水すること等技

術的に想定されるいかなる場合でも臨界を

防止する設計とする。 

 

(2) 臨界防止機能の一部を構成するバス

ケットは，設計貯蔵期間（50年間）に加え

て事業所外運搬に係る期間等を考慮した十

分な余裕を有する 60 年間における放射線

照射影響，腐食等の経年変化に対して十分

な信頼性を有する材料を選定し，原子力発

電所において使用済燃料集合体収納時に冠

水すること等技術的に想定されるいかなる

場合でも臨界防止上有意な変形を起こさな

い設計とする。金属キャスク内部のバスケ

ットにより，適切な使用済燃料集合体間隔

を保持し，使用済燃料集合体を相互に近接

しないよう，使用済燃料集合体を所定の幾

何学的配置に維持する構造とし，設計貯蔵

期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係

る期間等を考慮した十分な余裕を有する

60 年間を通じてバスケットの構造健全性

が保たれる設計とする。 

 

(3) 使用済燃料集合体を収納した金属キ

ャスクを，使用済燃料貯蔵建屋の貯蔵容量

最大に収納した条件下で，金属キャスクの

搬入から搬出までの全工程において，金属

キャスク相互の中性子干渉を考慮し，金属

キャスクの取扱時に金属キャスクが相互に

近接すること等技術的に想定されるいかな

る場合でも，臨界を防止する設計とする。 

 

 

(4) 未臨界性に有意な影響を与える以下

の因子を考慮した設計とする。 

ａ．配置・形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④差異なし 
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技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

貯蔵区域内の金属キャスクの配置，バス

ケットの形状，バスケット格子内の使用済

燃料集合体の配置等において適切な安全裕

度を考慮する。 

金属キャスク相互の中性子干渉を考慮し

て完全反射条件（無限配列）としているこ

とから，金属キャスクの滑動を考慮する必

要はない。 

金属キャスク内部が乾燥された状態で

は，バスケット及び使用済燃料集合体の変

形による実効増倍率の変化はわずかであ

り，未臨界性評価に有意な影響を与えるこ

とはない。 

ｂ． 中性子吸収材の効果 

以下の事項等について適切な安全裕度を

もって考慮する。 

製造公差（濃度，非均質性，寸法等） 

中性子吸収に伴う原子個数密度の減少 

ｃ． 減速材（水）の影響 

使用済燃料集合体を金属キャスクに収納

するにあたり冠水することを設計上適切に

考慮する。 

ｄ． 燃焼度クレジット 

使用済燃料集合体の燃焼に伴う反応度低

下は考慮しない。なお，冠水状態の解析で

は，可燃性毒物による燃焼初期の反応度抑

制効果を適切に考慮する。 

 

 

(5) ⑤使用済燃料集合体を金属キャスク

に収納するに当たっては，臨界評価で考慮

した因子についての条件又は範囲を逸脱し

ないよう，契約先である原子炉設置者が確

認した使用済燃料集合体の収納等の状態が

貯蔵上必要な条件を満足していることを，

記録により確認する。 

 

 

貯蔵区域内の金属キャスクの配置，バス

ケットの形状，バスケット格子内の使用済

燃料集合体の配置等において適切な安全裕

度を考慮する。 

金属キャスク相互の中性子干渉を考慮し

て完全反射条件（無限配列）としているこ

とから，金属キャスクの滑動を考慮する必

要はない。 

金属キャスク内部が乾燥された状態では，

バスケット及び使用済燃料集合体の変形に

よる実効増倍率の変化はわずかであり，未

臨界性評価に有意な影響を与えることはな

い。 

(b) 中性子吸収材の効果 

以下の事項等について適切な安全裕度を

もって考慮する。 

製造公差（濃度，非均質性，寸法等） 

中性子吸収に伴う原子個数密度の減少 

(c) 減速材（水）の影響 

使用済燃料集合体を金属キャスクに収納

するにあたり冠水することを設計上適切に

考慮する。 

(d) 燃焼度クレジット 

使用済燃料集合体の燃焼に伴う反応度低

下は考慮しない。なお，冠水状態の解析で

は，可燃性毒物による燃焼初期の反応度抑

制効果を適切に考慮する。 

 

 

ｅ． ⑤使用済燃料集合体を金属キャスク

に収納するに当たっては，臨界評価で考慮

した因子についての条件又は範囲を逸脱し

ないよう，契約先である原子炉設置者が確

認した使用済燃料集合体の収納等の状態が

貯蔵上必要な条件を満足していることを，

記録により確認する。 

 

 

貯蔵区域内の金属キャスクの配置，バス

ケットの形状，バスケット格子内の使用済

燃料集合体の配置等において適切な安全裕

度を考慮する。 

金属キャスク相互の中性子干渉を考慮し

て完全反射条件（無限配列）としているこ

とから，金属キャスクの滑動を考慮する必

要はない。 

金属キャスク内部が乾燥された状態で

は，バスケット及び使用済燃料集合体の変

形による実効増倍率の変化はわずかであ

り，未臨界性評価に有意な影響を与えるこ

とはない。 

ｂ．中性子吸収材の効果 

以下の事項等について適切な安全裕度を

もって考慮する。 

(a) 製造公差（濃度，非均質性，寸法等） 

(b) 中性子吸収に伴う原子個数密度の減

少 

ｃ．減速材（水）の影響 

使用済燃料集合体を金属キャスクに収納

するにあたり冠水することを設計上適切に

考慮する。 

ｄ．燃焼度クレジット 

使用済燃料集合体の燃焼に伴う反応度低

下は考慮しない。なお，冠水状態の解析で

は，可燃性毒物による燃焼初期の反応度抑

制効果を適切に考慮する。 

 

(5) 使用済燃料集合体を金属キャスクに

収納するに当たっては，臨界評価で考慮し

た因子についての条件又は範囲を逸脱しな

いよう，契約先である原子炉設置者が確認

した使用済燃料集合体の収納等の状態が貯

蔵上必要な条件を満足していることを，記

録により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤差異なし 
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技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 設計方針 

(1) 臨界防止機能 

金属キャスクは，その内部のバスケット

の幾何学的な配置及び中性子を吸収する材

料により，臨界を防止する設計とする。使

用済燃料集合体を貯蔵容量最大に収納した

条件下で，金属キャスクの搬入から搬出ま

での全工程において，金属キャスクの取扱

時に金属キャスクが相互に近接すること等

技術的に想定されるいかなる場合でも，中

性子実効増倍率を 0.95 以下となるよう設

計する。 

臨界防止機能の一部を構成するバスケッ

トは，原子力発電所において使用済燃料集

合体収納時に冠水すること等技術的に想定

されるいかなる場合でも臨界防止上有意な

変形を起こさない設計とする。バスケット

により，適切な使用済燃料集合体間隔を保

持し，使用済燃料集合体を相互に近接しな

いよう，使用済燃料集合体を所定の幾何学

的配置に維持する構造とし，設計貯蔵期間

（50年間）に加えて事業所外運搬に係る期

間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じてバスケットの構造健全性を保つ

設計とする。 

 

3.3 主要設備 

 (1) 臨界防止 

金属キャスクの内部には，格子状のバス

ケットを設け，格子の中に使用済燃料集合

体を収納する。バスケットの材料には中性

子を有効に吸収するボロンを偏在すること

なく添加したステンレス鋼を用い，設計貯

蔵期間（50 年間）に加えて事業所外運搬に

係る期間等を考慮した十分な余裕を有する

60 年間を通じてバスケットの構造健全性

を保つ設計とし，使用済燃料集合体を所定

5



5 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

の幾何学的配置に維持することにより臨界

を防止する。 

金属キャスクの臨界解析フローを第 3.3

－1 図に示す。金属キャスク及び燃料集合

体の実形状を三次元で適切にモデル化し，

燃料棒単位セル計算を輸送計算コードＸＳ

ＤＲＮＰＭ，中性子実効増倍率の計算をモ

ンテカルロコードＫＥＮＯ－Ｖ.ａで行う

ＳＣＡＬＥコードシステム（4.4ａ）を用い

る。断面積ライブラリにはＳＣＡＬＥコー

ドシステムの内蔵ライブラリデータのひと

つである 238 群ライブラリデータを使用し

て中性子実効増倍率を求め，その値が解析

コードの精度，解析の裕度を考慮して，0.95

以下となることを確認する。 

臨界解析条件を第 3.3－1表に示す。使用

済燃料集合体は乾燥状態で貯蔵されるもの

の，原子力発電所においては，金属キャス

クへ使用済燃料集合体を収納する際に冠水

することも考慮して，乾燥状態及び冠水状

態で評価する。 

ＢＷＲ燃料集合体には反応度抑制効果の

ある可燃性毒物が含まれているが，中性子

減速材のない乾燥状態では可燃性毒物の反

応度抑制効果が低下することから，乾燥状

態の解析では保守的に可燃性毒物の反応度

抑制効果を無視した初期濃縮度の燃料集合

体を金属キャスクに全数収納した状態を設

定する。冠水状態の解析では，燃料集合体

の燃焼に伴う反応度の低下は考慮せず，可

燃性毒物による燃焼初期の反応度抑制効果

を考慮して，炉心内装荷冷温状態での無限

増倍率が 1.3 となる燃料集合体モデルを金

属キャスクに全数収納した状態を設定す

る。 

また，金属キャスクの周囲は，金属キャ

スク相互の中性子干渉を考慮して完全反射

条件（無限配列）とし，バスケット格子内

6



6 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

の使用済燃料集合体は，中性子実効増倍率

が最大となるように金属キャスク中心側に

偏向して配置するとともに，バスケットの

板厚，内のりの寸法公差や中性子吸収材の

製造公差を考慮するなど，十分な安全裕度

を見込むこととする。なお，設計貯蔵期間

（50年間）に加えて事業所外運搬に係る期

間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間経過後の中性子吸収に伴う中性子吸収材

原子個数密度の減少は非常に小さいため，

これを無視する。 

上記条件に基づく解析結果によれば，統

計誤差として標準偏差の３倍を考慮した中

性子実効増倍率は，第 3.3－6 表に示すよう

に，0.95 以下を満足している。 
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1 

 

様式－7 

要求事項との対比表 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

（閉じ込めの機能） 

 

第十一条 使用済燃料貯蔵施設は、次に掲

げるところにより、使用済燃料又は使用済

燃料によって汚染された物（以下「使用済

燃料等」という。）を限定された区域に閉

じ込める機能を保持するように設置された

ものでなければならない。 

 

一 金属キャスクは、使用済燃料等が外部

に漏えいするおそれがない構造であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添Ⅰ 

別添Ⅰ 1. 基本設計方針 

別添Ⅰ 1.1 共通項目 

1.1.2 閉じ込めの機能 

 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を

限定された区域に適切に閉じ込めるため，

次の方針に基づき閉じ込め設計を行う。 

 

 

 

 

(1) ①金属キャスクは，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する60年間を通

じて，使用済燃料集合体を内封する空間を

不活性雰囲気に保つとともに負圧に維持す

る設計とする。 

 

(2) ②金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二

次蓋の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と

二次蓋との空間部を正圧に維持することに

より，使用済燃料集合体を内封する空間を

金属キャスク外部から隔離する設計とす

る。また，一次蓋と二次蓋との空間部の圧

力を測定することにより，閉じ込め機能に

ついて監視できる設計とする。金属キャス

クの構造上，漏えいの経路となり得る蓋及

び蓋貫通孔のシール部には金属ガスケット

を用いることにより長期にわたって閉じ込

め機能を維持する設計とする。 

 

(3) ③金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯

蔵終了後において，収納された使用済燃料

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備並びに貯蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

(3) 使用済燃料等の閉じ込めに関する構

造 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を

限定された区域に適切に閉じ込めるため，

次の方針に基づき閉じ込め設計を行う。 

 

 

 

 

ａ．①金属キャスクは，設計貯蔵期間

（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る

期間等を考慮した十分な余裕を有する 60

年間を通じて，使用済燃料集合体を内封す

る空間を不活性雰囲気に保つとともに負圧

に維持する設計とする。 

 

ｂ．②金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二

次蓋の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と

二次蓋との空間部を正圧に維持することに

より，使用済燃料集合体を内封する空間を

金属キャスク外部から隔離する設計とす

る。また，一次蓋と二次蓋との空間部の圧

力を測定することにより，閉じ込め機能に

ついて監視できる設計とする。金属キャス

クの構造上，漏えいの経路となり得る蓋及

び蓋貫通孔のシール部には金属ガスケット

を用いることにより長期にわたって閉じ込

め機能を維持する設計とする。 

 

ｃ．③金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯

蔵終了後において，収納された使用済燃料

 

 

 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

1.1.3 使用済燃料等の閉じ込めに関する

基本方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を

限定された区域に適切に閉じ込めるため，

次の方針に基づき閉じ込め設計を行う。 

 

 

 

 

(1) 金属キャスクは，設計貯蔵期間（50 年

間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を

考慮した十分な余裕を有する 60 年間を通

じて，使用済燃料集合体を内封する空間を

不活性雰囲気に保つとともに負圧に維持す

る設計とする。 

 

(2) 金属キャスクは，蓋部における多重の

閉じ込め構造により使用済燃料集合体を内

封する空間を容器外部から隔離する設計と

する。また，閉じ込め機能について監視で

きる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 金属キャスクは，万一の蓋部の閉じ込

め機能の異常に対して，蓋を追加装着でき

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①差異なし 

 

 

 

 

 

 

②差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③差異なし 
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2 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 流体状の使用済燃料によって汚染され

た物を内包する容器又は管に使用済燃料に

よって汚染された物を含まない流体を導く

管を接続する場合には、流体状の使用済燃

料によって汚染された物が使用済燃料によ

って汚染された物を含まない流体を導く管

に逆流するおそれがない構造であること。 

 

三 液体状の使用済燃料によって汚染され

た物を取り扱う設備が設置される施設（液

体状の使用済燃料によって汚染された物の

漏えいが拡大するおそれがある部分に限

る。）は、次に掲げるところによるもので

あること。 

イ 施設内部の床面及び壁面は、液体状の

使用済燃料によって汚染された物が漏えい

し難いものであること。 

ロ 液体状の使用済燃料によって汚染され

た物を取り扱う施設の周辺部又は施設外に

通ずる出入口若しくはその周辺部には、液

体状の使用済燃料によって汚染された物が

施設外へ漏えいすることを防止するための

堰が設置されていること。ただし、施設内

部の床面が隣接する施設の床面又は地表面

より低い場合であって、液体状の使用済燃

料によって汚染された物が施設外へ漏えい

するおそれがないときは、この限りでない。 

ハ 事業所の外に排水を排出する排水路

集合体の検査等のために一次蓋を開放しな

いことを前提としているため，万一の蓋部

の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の

閉じ込め機能に異常がある場合には，二次

蓋の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉

じ込め機能に異常がある場合には，金属キ

ャスクに蓋を追加装着できる構造を有する

こと等，閉じ込め機能の修復性を考慮した

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ④放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物

による汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯

蔵室を受入れ区域の独立した区画に設け，

放射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製等

の密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計と

する。また，漏えいが生じたときの漏えい

拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口

にはせきを設ける構造とするとともに，床

等は，廃水が浸透し難い材料で仕上げる設

計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃

料貯蔵建屋の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内

に保管廃棄しているドラム缶，ステンレス

製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地内

及び敷地外への漂流を防止するためドラム

缶，ステンレス製等の密封容器を固縛する

漂流防止対策を講ずる。漂流防止対策とし

て，水面に浮上するドラム缶は水面に浮上

できる大きさのネットで覆い，また，浮上

しないステンレス製等の密封容器は深水圧

集合体の検査等のために一次蓋を開放しな

いことを前提としているため，万一の蓋部

の閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の

閉じ込め機能に異常がある場合には，二次

蓋の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉

じ込め機能に異常がある場合には，金属キ

ャスクに蓋を追加装着できる構造を有する

こと等，閉じ込め機能の修復性を考慮した

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．④放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物

による汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯

蔵室を受入れ区域の独立した区画に設け，

放射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製等

の密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計と

する。また，漏えいが生じたときの漏えい

拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口

にはせきを設ける構造とするとともに，床

等は，廃水が浸透し難い材料で仕上げる設

計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃

料貯蔵建屋の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内

に保管廃棄しているドラム缶，ステンレス

製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地内

及び敷地外への漂流を防止するためドラム

缶，ステンレス製等の密封容器を固縛する

漂流防止対策を講ずる。漂流防止対策とし

て，水面に浮上するドラム缶は水面に浮上

できる大きさのネットで覆い，また，浮上

る構造を有すること等，閉じ込め機能の修

復性を考慮した設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物に

よる汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵

室を受入れ区域の独立した区画に設け，放

射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製等の

密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計とす

る。 

また，漏えいが生じたときの漏えい拡大

防止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口には

せきを設ける構造とするとともに，床及び

腰壁は，廃水が浸透し難い材料で仕上げる

設計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃

料貯蔵建屋の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内

に保管廃棄しているドラム缶，ステンレス

製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地内

及び敷地外への漂流を防止するためドラム

缶，ステンレス製等の密封容器を固縛する

漂流防止対策を講ずる。漂流防止対策とし

て，水面に浮上するドラム缶は水面に浮上

できる大きさのネットで覆い，また，浮上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④差異なし 
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3 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

（湧水に係るものであって使用済燃料によ

って汚染された物により汚染するおそれが

ある管理区域内に開口部がないものを除

く。）の上に施設の床面がないようにする

こと。ただし、当該排水路に使用済燃料に

よって汚染された物により汚染された排水

を安全に廃棄する設備及び第十八条第一項

第三号に掲げる事項を計測する設備が設置

されている場合は、この限りでない。 

 

 

に耐える構造とする。 

 

1.1.9 汚染の拡大防止 

④放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物に

よる汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵

室を受入れ区域の独立した区画に設け，放

射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製等の

密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計とす

る。また，漏えいが生じたときの漏えい拡

大防止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口に

はせきを設ける構造とするとともに，床等

及び腰壁は，廃水が浸透し難い材料で仕上

げる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しないステンレス製等の密封容器は深水圧

に耐える構造とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しないステンレス製等の密封容器は深水圧

に耐える構造とする。 

 

1.2.4 閉じ込めの機能 

適合のための設計方針 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料等を

限定された区域に適切に閉じ込めるため，

次の方針に基づき閉じ込め設計を行う。 

 

(1) 金属キャスクは，放射性物質を限定さ

れた区域に閉じ込めるため，設計貯蔵期間

（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期

間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じて使用済燃料集合体を内封する空

間を負圧に維持できる設計とする。 

また，使用済燃料集合体及びバスケット

の健全性を維持するため，金属キャスクの

内部の空間を不活性雰囲気に保つ設計とす

る。 

 

(2) 金属キャスクは，蓋部を一次蓋，二次

蓋の多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二

次蓋との空間部を正圧に維持することによ

り，使用済燃料集合体を内封する空間を金

属キャスク外部から隔離する設計とする。

また，一次蓋と二次蓋との空間部の圧力を

測定することにより，閉じ込め機能につい

て監視ができる設計とする。金属キャスク

の構造上，漏えいの経路となり得る蓋及び

蓋貫通孔のシール部には金属ガスケットを

用いることにより長期にわたって閉じ込め

機能を維持する設計とする。 

 

(3) 金属キャスクは，貯蔵期間中及び貯蔵

終了後において，収納された使用済燃料集

合体の検査等のために一次蓋を開放しない

ことを前提としているため，万一の蓋部の

閉じ込め機能の異常に対して，二次蓋の閉
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4 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

じ込め機能に異常がある場合には，二次蓋

の金属ガスケットを交換し，一次蓋の閉じ

込め機能に異常がある場合には，金属キャ

スクに蓋を追加装着できる構造を有するこ

と等，閉じ込め機能の修復性を考慮した設

計とする。 

 

(4) 使用済燃料貯蔵施設では，平常時に放

射性廃棄物は発生しないため，放射性廃棄

物の処理施設を設置しない。 

なお，搬入した金属キャスク等の表面に

法令に定める管理区域に係る値を超える放

射性物質が検出された場合は，除染に使用

した水及び除染液の液体廃棄物並びにウエ

ス等の固体廃棄物はドラム缶，ステンレス

製等の密封容器に入れた後，廃棄物貯蔵室

に保管廃棄する。 

 

(5) 放射性廃棄物の廃棄施設は，廃棄物に

よる汚染の拡大防止を考慮し，廃棄物貯蔵

室を受入れ区域の独立した区画に設け，放

射性廃棄物をドラム缶，ステンレス製等の

密封容器に入れ，保管廃棄可能な設計とす

る。 

また，漏えいが生じたときの漏えい拡大

防止を考慮し，廃棄物貯蔵室の出入口には

せきを設ける構造とするとともに，床及び

腰壁は，廃水が浸透し難い材料で仕上げる

設計とする。 

なお，仮想的大規模津波による使用済燃

料貯蔵建屋の損傷に備え，廃棄物貯蔵室内

に保管廃棄しているドラム缶，ステンレス

製等の密封容器が廃棄物貯蔵室外，敷地内

及び敷地外への漂流を防止するためドラム

缶，ステンレス製等の密封容器を固縛する

漂流防止対策を講ずる。漂流防止対策とし

て，水面に浮上するドラム缶は水面に浮上

できる大きさのネットで覆い，また，浮上
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5 

 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しないステンレス製等の密封容器は深水圧

に耐える構造とする。 

 

3.2 設計方針 

(3) 閉じ込め機能 

金属キャスクは，放射性物質を限定された

区域に閉じ込めるため，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する 60 年間を

通じて使用済燃料集合体を内封する空間を

負圧に維持する設計とする。また，使用済

燃料集合体及びバスケットの健全性を維持

するため，金属キャスクの内部の空間を不

活性雰囲気に保つ設計とする。 

金属キャスクは，一次蓋及び二次蓋による

多重の閉じ込め構造とし，一次蓋と二次蓋

との空間部を正圧に維持することにより，

使用済燃料集合体を内封する空間を金属キ

ャスク外部から隔離する設計とする。また，

蓋間の圧力を測定することにより，閉じ込

め機能について監視ができる設計とする。 

万一の蓋部の閉じ込め機能の異常に対し

て，蓋を追加装着できる構造を有すること

等，閉じ込め機能の修復性を考慮した設計

とする。 

 

3.3 主要設備 

(3) 閉じ込め 

金属キャスクの閉じ込め構造を第 3.3－

3 図に，金属キャスクのシール部詳細を第

3.3－4 図に示す。金属キャスクは，本体胴

及び蓋部により使用済燃料集合体を内封す

る空間を外部から隔離し，設計貯蔵期間

（50 年間）に加えて事業所外運搬に係る期

間等を考慮した十分な余裕を有する 60 年

間を通じて負圧に維持する。金属キャスク

は，蓋部を一次蓋，二次蓋の多重の閉じ込

め構造とし，その蓋間をあらかじめ正圧と
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し圧力障壁を形成することにより，放射性

物質を金属キャスク内部に閉じ込める。ま

た，使用済燃料集合体を内封する空間に通

じる貫通孔のシール部は一次蓋に設ける。

蓋及び蓋貫通孔のシール部には，長期にわ

たって閉じ込め機能を維持する観点から金

属ガスケットを用いる。金属ガスケットの

漏えい率は，設計貯蔵期間（50 年間）に加

えて事業所外運搬に係る期間等を考慮した

十分な余裕を有する 60 年間を通じて，蓋

間の空間に充填されているヘリウムガスが

蓋間の圧力を一定とした条件下で使用済燃

料集合体を内封する空間側に漏えいし，か

つ，燃料被覆管からの核分裂生成ガスの放

出を仮定しても，使用済燃料集合体を内封

する空間を負圧に維持できるように設定

し，その漏えい率を満足していることを気

密漏えい検査により確認する。さらに，蓋

間の圧力を測定することにより閉じ込め機

能を監視する。蓋間の圧力に異常が生じた

場合でも，あらかじめ金属キャスク内部を

負圧に維持するとともに，蓋間の圧力を正

圧としているので，内部の気体が外部に流

出することはない。 

蓋部の閉じ込め機能の異常に対して，二

次蓋に漏えいが認められた場合には，金属

キャスク内部が負圧に維持されていること

及び一次蓋の健全性を確認の上，二次蓋の

金属ガスケットを交換し，閉じ込め機能を

修復して貯蔵を継続する。二次蓋に漏えい

が認められず，一次蓋の閉じ込め機能が異

常であると考えられる場合には，金属キャ

スクに蓋を追加装着し，搬出のために必要

な記録とともに，契約先に引き渡す。なお，

搬出までの間は金属キャスクを適切に保管

する。 

金属キャスクの閉じ込め評価フローを第

3.3－5 図に示す。閉じ込め性能評価では，
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設計貯蔵期間（50 年間）に加えて事業所外

運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を

有する 60 年間にわたって金属キャスク内

部の負圧を維持できる漏えい率を求める。

漏えい率は，シールされる流体，シール部

温度及び漏えいの上流側と下流側の圧力に

依存する。したがって，金属キャスク内部

圧力変化は，蓋間圧力と金属キャスク内部

圧力の圧力差のもとで，ある漏えい率をも

つシール部を通して金属キャスク内部へ流

入する気体の漏えい量を積分することによ

って求められる。 

金属キャスクの閉じ込め評価の基準とな

る基準漏えい率は，設計貯蔵期間（50 年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮

した十分な余裕を有する 60 年間にわたっ

て金属キャスク内部の負圧が維持できるよ

うに設定され，使用する金属ガスケットが

確保可能な閉じ込め性能及び発電所搬出前

の気密漏えい検査の判定基準として確認す

る漏えい率（リークテスト判定基準）を上

回るものでなければならない。 

基準漏えい率を求めるに当たり設定した

評価条件を第 3.3－4 表に示す。金属キャス

ク内部の圧力を保守的に評価するため，蓋

間圧力は一定とし，蓋間空間のガスは金属

キャスク内部側にのみ漏えいするものとし

て漏えい率の計算を行う。また，大気圧は，

気象変化による圧力変動を考慮した値とし

て 9.7×104Pa とする。金属キャスク内部空

間の圧力の算定に当たっては，使用済燃料

集合体の破損率として，米国の使用済燃料

集合体の乾式貯蔵中における漏えい燃料発

生率（約 0.01％）及び日本の軽水炉におけ

る漏えい燃料発生率（0.01％以下）を考慮

し，保守的な値として 0.1％とする。 

閉じ込め評価の結果，第 3.3－6 表に示す

ように，金属ガスケットの漏えい率は基準
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 漏えい率以下を満足している。 
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様式－7 

要求事項との対比表 
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（除熱） 

 

第十六条 使用済燃料貯蔵施設は、使用済

燃料等の崩壊熱を適切に除去するように設

置されたものでなければならない。 

 

 

 

 

別添Ⅰ 

別添Ⅰ 1. 基本設計方針 

別添Ⅰ 1.1 共通項目 

1.1.3 除熱 

 

使用済燃料貯蔵施設は，使用済燃料貯蔵

建屋に給気口及び排気口を設け，通風力を

利用した自然換気方式により動力を用いな

いで使用済燃料等の崩壊熱を適切に除去で

きるよう，次の方針に基づき除熱設計を行

う。 

 

(1) ①金属キャスクは，使用済燃料集合体

の健全性を維持する観点から，使用済燃料

集合体の崩壊熱を金属キャスク表面に伝

え，周囲空気等に伝達することにより除去

できる設計とする。 

燃料被覆管の温度は，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する60年間を通

じて使用済燃料集合体の健全性を維持する

観点から，燃料被覆管の累積クリープ量が

１％を超えない温度，照射硬化の回復現象

により燃料被覆管の機械的特性が著しく低

下しない温度及び水素化物の再配向による

燃料被覆管の機械的特性の低下が生じない

温度以下となるように制限する。 

 

(2) ②金属キャスクは，基本的安全機能を

維持する観点から，設計貯蔵期間（50年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考慮

した十分な余裕を有する60年間を通じてそ

の構成部材の健全性が保たれる温度範囲に

あるよう設計する。 

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備並びに貯蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

(4) 使用済燃料等の除熱に関する構造 

 

使用済燃料貯蔵施設は，動力を用いない

で使用済燃料等の崩壊熱を適切に除去する

ため，次の方針に基づき除熱設計を行う。 

 

 

 

 

ａ．①金属キャスクは，使用済燃料集合体

の健全性を維持する観点から，使用済燃料

集合体の崩壊熱を金属キャスク表面に伝

え，周囲空気等に伝達することにより除去

できる設計とする。 

燃料被覆管の温度は，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する 60年間を

通じて使用済燃料集合体の健全性を維持す

る観点から，燃料被覆管の累積クリープ量

が１％を超えない温度，照射硬化の回復現

象により燃料被覆管の機械的特性が著しく

低下しない温度及び水素化物の再配向によ

る燃料被覆管の機械的特性の低下が生じな

い温度以下となるように制限する。 

 

ｂ．②金属キャスクは，基本的安全機能を

維持する観点から，設計貯蔵期間（50年

間）に加えて事業所外運搬に係る期間等を

考慮した十分な余裕を有する 60 年間を通

じてその構成部材の健全性が保たれる温度

範囲にあるよう設計する。 

 

 

 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

1.1.4 使用済燃料等の除熱に関する基本

方針 

使用済燃料貯蔵施設は，動力を用いない

で使用済燃料等の崩壊熱を適切に除去する

ため，次の方針に基づき除熱設計を行う。 

 

(1) 金属キャスクは，使用済燃料集合体の

健全性及び基本的安全機能を有する構成部

材の健全性を維持する観点から，使用済燃

料集合体の崩壊熱を適切に除去できる設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 使用済燃料貯蔵建屋は，金属キャスク

の表面からの除熱を維持する観点から，使

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②差異なし 
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(3) ③使用済燃料貯蔵建屋は，金属キャス

クの表面からの除熱を維持する観点から，

使用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度を低く

保つことができる設計とする。なお，使用

済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度は計測設

備，放射線監視設備等の電気品の性能維持

を考慮するとともに，コンクリート温度は

コンクリートの基本特性に影響を及ぼさな

いよう，また構造材としての健全性を維持

するよう考慮する。給気口及び排気口は，

積雪等により閉塞しない設計とする。また，

除熱機能について監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) ④使用済燃料集合体を金属キャスク

に収納するに当たっては，除熱機能に関す

る評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼

度に応じた配置の条件又は範囲を逸脱しな

いよう，契約先である原子炉設置者が確認

した使用済燃料集合体の収納等の状態が貯

蔵上必要な条件を満足していることを，記

録により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．③使用済燃料貯蔵建屋は，金属キャス

クの表面からの除熱を維持する観点から，

使用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度を低く

保つことができる設計とする。なお，使用

済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度は計測設

備，放射線監視設備等の電気品の性能維持

を考慮するとともに，コンクリート温度は

コンクリートの基本特性に影響を及ぼさな

いよう，また構造材としての健全性を維持

するよう考慮する。給気口及び排気口は，

積雪等により閉塞しない設計とする。また，

除熱機能について監視できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ．④使用済燃料集合体を金属キャスクに

収納するに当たっては，除熱機能に関する

評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼度

に応じた配置の条件又は範囲を逸脱しない

よう，契約先である原子炉設置者が確認し

た使用済燃料集合体の収納等の状態が貯蔵

上必要な条件を満足していることを，記録

により確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度を低く保

つことができるよう，金属キャスク表面に

伝えられた使用済燃料集合体の崩壊熱を，

その熱量に応じて生じる通風力を利用した

自然換気方式により適切に除去する設計と

し，換気のための給気口及び排気口を設け

る。 

給気口はフード下端の位置を地上高さ６

ｍ，排気口は地上高さ 23ｍと降下火砕物の

堆積及び積雪を考慮した十分高い位置に設

ける。また，給気口に自主的に設置するバ

ードスクリーン，及び排気口に自主的に設

置する排気ルーバは降下火砕物の粒径より

十分に大きな格子とする。以上のことより

使用済燃料貯蔵建屋の給気口及び排気口

は，積雪及び降下火砕物により閉塞しない

設計とする。 

また，除熱機能について監視できる設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.5 除熱 

適合のための設計方針 

使用済燃料貯蔵施設は，動力を用いない

で使用済燃料等の崩壊熱を適切に除去でき

るよう，次の方針に基づき設計を行う。 

(1) 金属キャスクは，使用済燃料集合体の

健全性を維持する観点から，使用済燃料集

合体の崩壊熱を金属キャスク表面に伝え，

周囲空気，使用済燃料貯蔵建屋に伝達する

 

③差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④差異なし 
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ことにより除去できる設計とする。 

燃料被覆管の温度は，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する 60 年間を

通じて使用済燃料集合体の健全性を維持す

る観点から，燃料被覆管の累積クリープ量

が１％を超えない温度，照射硬化の回復現

象により燃料被覆管の機械的特性が著しく

低下しない温度及び水素化物の再配向によ

る燃料被覆管の機械的特性の低下が生じな

い温度以下となるように制限する。 

 

(2) 金属キャスクは，基本的安全機能を

維持する観点から，設計貯蔵期間（50年間）

に加えて事業所外運搬に係る期間等を考

慮した十分な余裕を有する 60 年間を通じ

てその構成部材の健全性が保たれる温度

範囲にあるよう設計する。 

 

(3) 使用済燃料貯蔵建屋は，金属キャスク

の表面からの除熱を維持する観点から，使

用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度を低く保

つことができる設計とする。なお，使用済

燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度は計測設備等

の電気品の性能維持を考慮するとともに，

コンクリート温度はコンクリートの基本特

性に影響を及ぼさないよう，また構造材と

しての健全性を維持するよう考慮する。給

気口及び排気口は，積雪及び降下火砕物に

より閉塞しないよう設計する。 

 

(4) 使用済燃料集合体を金属キャスクに

収納するに当たっては，除熱機能に関する

評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼度

に応じた配置の条件又は範囲を逸脱しない

よう，契約先である原子炉設置者が確認し

た使用済燃料集合体の収納等の状態が貯蔵

上必要な条件を満足していることを，記録
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により確認する。 

 

2. 使用済燃料貯蔵施設の配置 

2.4 主要な建物 

2.4.1 使用済燃料貯蔵建屋（１） 

受入れ区域及び貯蔵区域には，金属キャス

ク表面から金属キャスク周囲の空気に伝え

られた使用済燃料集合体の崩壊熱を，その

熱量に応じて生じる空気の通風力を利用し

て使用済燃料貯蔵建屋外へ放散するための

給気口及び排気口を設ける。適切な通風力

を得るため，貯蔵区域の排気口は地上高さ

約 23ｍに設け，受入れ区域の排気口は地上

高さ約 20ｍに設ける。また，貯蔵区域では，

計測設備等の電気品の性能維持を考慮し，

使用済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度が

45℃以下，コンクリートの基本特性に大き

な影響を及ぼすような自由水の逸散が生じ

ない温度及び構造材としての健全性を維持

するための温度を考慮し，使用済燃料貯蔵

建屋のコンクリート温度が 65℃以下に保

たれるよう，片側の給気口から中央の排気

口までの金属キャスク配置を１列あたり最

大６基とする。さらに，給気口及び排気口

には，それぞれ温度検出器を適切に配置し

て使用済燃料貯蔵建屋給排気温度を測定す

ることにより，使用済燃料貯蔵建屋の除熱

機能が維持されていることを監視する。 

 

使用済燃料貯蔵建屋の除熱解析フローを

第 2.4－3図に示す。使用済燃料貯蔵建屋の

除熱解析においては，使用済燃料貯蔵建屋

及び金属キャスクを一次元又は三次元で適

切にモデル化し，一次元熱計算により使用

済燃料貯蔵建屋内の雰囲気温度を，三次元

熱流動解析コードＦＬＵＥＮＴ6.2 を用い

て使用済燃料貯蔵建屋のコンクリート温度

を評価する。 
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使用済燃料貯蔵建屋の除熱解析条件を第

2.4－1 表に示す。使用済燃料貯蔵建屋内の

雰囲気温度の評価に当たっては，使用済燃

料集合体の崩壊熱が全て金属キャスク周囲

の空気に伝わるよう設定し，コンクリート

温度の評価に当たっては，使用済燃料貯蔵

建屋外壁を断熱とするなど十分な保守性を

見込むこととする。 

使用済燃料貯蔵建屋の除熱解析評価の結

果，第 2.4－2 表，第 2.4－3 表に示すよう

に，貯蔵区域の片側の給気口から中央の排

気口までの金属キャスク配置を１列あたり

最大６基とした金属キャスクの合計発熱量

を 72.6kW とすることで，使用済燃料貯蔵建

屋内の雰囲気温度は 45℃以下，コンクリー

ト温度は 65℃以下に保つことができる。 

なお，本解析は，使用済燃料貯蔵建屋の

除熱機能が基本的設計方針を満たすことを

確認するために行ったものである。 

 

3.2 設計方針 

(4) 除熱機能 

金属キャスクは，使用済燃料集合体の健

全性及び基本的安全機能を有する構成部材

の健全性を維持する観点から，使用済燃料

集合体の崩壊熱を金属キャスク表面に伝

え，周囲空気，使用済燃料貯蔵建屋に伝達

することにより除去する設計とする。 

燃料被覆管の温度は，設計貯蔵期間（50

年間）に加えて事業所外運搬に係る期間等

を考慮した十分な余裕を有する 60 年間を

通じて使用済燃料集合体の健全性を維持す

る観点から，燃料被覆管の累積クリープ量

が１％を超えない温度，照射硬化の回復現

象により燃料被覆管の機械的特性が著しく

低下しない温度及び水素化物の再配向によ

る燃料被覆管の機械的特性の低下が生じな

い温度以下となるように制限する。 
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金属キャスク構成部材の温度は，基本的

安全機能を維持できる温度以下となるよう

に制限する。 

燃料被覆管の制限温度及び金属キャスク

構成部材の制限温度は以下のとおりであ

る。 

ａ．発電用の軽水減速，軽水冷却，沸騰水

型原子炉（以下「ＢＷＲ」という。）使用済

燃料集合体の燃料被覆管制限温度 

新型８×８燃料 200℃（２） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料，高燃

焼度８×８燃料 300℃（２） 

ｂ．金属キャスク構成部材の制限温度 

胴，外筒及び蓋部 350℃（３） 

中性子遮蔽材 150℃（４） 

金属ガスケット 130℃（５） 

バスケット 300℃（６） 

 

3.3 主要設備 

(4) 除熱 

金属キャスクは，使用済燃料集合体から

発生する崩壊熱を伝導，対流，輻射により

金属キャスクの外表面に伝え，周囲空気，

使用済燃料貯蔵建屋に伝達し除去する。金

属キャスク内部のバスケットは，バスケッ

トプレート，伝熱プレートの設置により必

要な伝熱性能を確保する。本体胴の中性子

遮蔽材に熱伝導率の低いレジンを用いて

いるため，伝熱フィンを設けることにより

必要な伝熱性能を確保する。 

除熱解析フローを第 3.3－6 図に示す。

除熱解析は，金属キャスクの実形状を軸方

向断面，径方向断面にそれぞれ二次元で，

燃料集合体の実形状を径方向断面に二次

元で適切にモデル化し，有限要素法コード

ＡＢＡＱＵＳを用いて行う。 

除熱解析条件を第 3.3－5 表に示す。使

用済燃料の種類，燃焼度，濃縮度，冷却期
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間等を条件に燃焼計算コードＯＲＩＧＥ

Ｎ２を用いて求めた崩壊熱量及び第 3.4－

1 図～第 3.4－3 図に示す使用済燃料集合

体の燃焼度に応じた収納配置を入力条件

として，燃料被覆管及び基本的安全機能を

維持する上で重要な構成部材の温度を評

価し，燃料被覆管は貯蔵する使用済燃料集

合体の種類ごとに定める制限温度，構成部

材はその健全性に影響を与えない温度以

下となることを確認する。金属キャスクの

蓋部及び底部の温度は，軸方向断面の二次

元モデル，それ以外の構成部材の温度は径

方向断面の二次元モデルで評価し，燃料被

覆管の温度は，燃料集合体の径方向断面の

二次元モデルで評価する。構成部材の温度

評価に当たっては，使用済燃料集合体のピ

ーキングファクタを考慮して，最大崩壊熱

量を十分に上回る崩壊熱量を設定すると

ともに，金属キャスクの底部を断熱条件と

し，また，燃料被覆管の温度評価に当たっ

ては，軸方向を断熱条件とするなど十分な

保守性を有する条件とする。燃料被覆管及

び金属キャスク構成部材の温度評価に当

たっては，保守的な評価結果となるよう

に，境界条件として金属キャスクの周囲温

度を 45℃，使用済燃料貯蔵建屋の壁面温度

を 65℃とする。 

上記条件に基づく解析結果によれば，第

3.3－6 表に示すように燃料被覆管は制限

温度以下を，構成部材の温度は，その健全

性に影響を与えない温度以下を満足して

いる。 
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様式－7 

要求事項との対比表 

技術基準規則 
設工認申請書 

基本設計方針 

事業変更許可申請書 

本文 

事業変更許可申請書 

添付書類六 
備考 

 

 

 

 

 

（遮蔽） 

第二十一条 使用済燃料貯蔵施設は、当該

使用済燃料貯蔵施設からの直接線及びスカ

イシャイン線による事業所周辺の線量が原

子力規制委員会の定める線量限度を十分下

回るように設置されたものでなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事業所内における外部放射線による放

射線障害を防止する必要がある場所には、

放射線障害を防止するために必要な遮蔽能

力を有する遮蔽設備が設けられていなけれ

ばならない。この場合において、当該遮蔽

設備に開口部又は配管その他の貫通部があ

る場合であって放射線障害を防止するため

に必要がある場合には、放射線の漏えいを

防止するための措置が講じられたものでな

ければならない。 

 

 

別添Ⅰ 

別添Ⅰ 1. 基本設計方針 

別添Ⅰ 1.1 共通項目 

1.1.4 遮蔽 

使用済燃料貯蔵施設は，事業所周辺及び

管理区域その他事業所内の人が立ち入る場

所の線量を低減できるよう，次の方針に基

づき遮蔽設計を行う。 

 

(1) ①リサイクル燃料備蓄センターから

の直接線及びスカイシャイン線による公衆

の線量が原子炉等規制法に基づき定められ

ている線量限度を超えないことはもとよ

り，合理的に達成できる限り低く（実効線

量で 50μSv/年以下）なるように，金属キ

ャスク及び使用済燃料貯蔵建屋により，適

切な遮蔽を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

四、使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備並びに貯蔵の方法 

1. 使用済燃料貯蔵施設の位置，構造及び

設備 

ロ．使用済燃料貯蔵施設の一般構造 

(2) 放射線の遮蔽に関する構造 

使用済燃料貯蔵施設は，事業所周辺及び

管理区域その他事業所内の人が立ち入る場

所の線量を低減できるよう，次の方針に基

づき遮蔽設計を行う。 

 

ａ．①リサイクル燃料備蓄センターからの

直接線及びスカイシャイン線による公衆の

線量が原子炉等規制法に基づき定められて

いる線量限度を超えないことはもとより，

合理的に達成できる限り低く（実効線量で

50μSv/年以下）なるように，金属キャス

ク及び使用済燃料貯蔵建屋により，適切な

遮蔽を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 安全設計 

1.1 安全設計の基本方針 

1.1.2 放射線の遮蔽に関する基本方針 

使用済燃料貯蔵施設は，事業所周辺及び

管理区域その他事業所内の人が立ち入る場

所の線量を低減できるよう，次の方針に基

づき遮蔽設計を行う。 

 

 (1) リサイクル燃料備蓄センターからの

直接線及びスカイシャイン線による公衆の

線量が原子炉等規制法に基づき定められて

いる線量限度を超えないことはもとより，

合理的に達成できる限り低く（実効線量で

50μSv/年以下）なるように，金属キャス

ク及び使用済燃料貯蔵建屋により，適切な

遮蔽を講ずる設計とする。 

 

(2) 放射線業務従事者が立ち入る場所に

ついては，遮蔽設計の基準となる線量率を

施設内の区分に応じて適切に定め，区分の

基準線量率を満足するように設計する。 

 

(3) 事業所内の管理区域以外の人が立ち

入る場所における線量を合理的に達成でき

る限り低くし公衆の線量限度以下に低減で

きるよう，適切な措置を講ずる。 

 

1.2.3 遮蔽等 

適合のための設計方針 

１ について 

使用済燃料貯蔵施設は，平常時におい

て，直接線及びスカイシャイン線により公

衆の受ける線量が「核原料物質又は核燃料

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①差異なし 
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(2) ②金属キャスクは，使用済燃料集合体

からの放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子

遮蔽材により遮蔽する設計とする。また，

設計貯蔵期間（50年間）に加えて事業所外

運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕を

有する 60 年間における中性子遮蔽材の熱

による遮蔽機能の低下を考慮しても，金属

キャスク表面及び金属キャスク表面から１

ｍの位置における線量当量率は，それぞれ

２mSv/h 以下，100μSv/h 以下となるよう設

計する。 

 

(3) ③使用済燃料集合体を金属キャスク

に収納するに当たっては，遮蔽機能に関す

る評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼

度に応じた当該使用済燃料集合体の配置の

条件又は範囲を逸脱しないよう，契約先で

ある原子炉設置者が確認した使用済燃料集

合体の収納等の状態が貯蔵上必要な条件を

満足していることを，記録により確認す

る。 

 

(4) ④放射線業務従事者が立ち入る場所

については，放射線業務従事者が受ける線

量が線量限度を超えないようにし，さらに，

放射線業務従事者及び一時立入者（以下「放

射線業務従事者等」という。）の立ち入る場

所における線量を合理的に達成できる限り

低減できるように，遮蔽及び機器の配置を

行うとともに，各場所への立入頻度，滞在

 

 

 

 

 

 

 

 

ｂ．②金属キャスクは，使用済燃料集合体

からの放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子

遮蔽材により遮蔽する設計とする。また，

設計貯蔵期間（50年間）に加えて事業所

外運搬に係る期間等を考慮した十分な余裕

を有する 60 年間における中性子遮蔽材の

熱による遮蔽機能の低下を考慮しても，金

属キャスク表面及び金属キャスク表面から

１ｍの位置における線量当量率は，それぞ

れ２mSv/h 以下，100μSv/h 以下となるよ

う設計する。 

 

ｃ．③使用済燃料集合体を金属キャスクに

収納するに当たっては，遮蔽機能に関する

評価で考慮した使用済燃料集合体の燃焼度

に応じた当該使用済燃料集合体の配置の条

件又は範囲を逸脱しないよう，契約先であ

る原子炉設置者が確認した使用済燃料集合

体の収納等の状態が貯蔵上必要な条件を満

足していることを，記録により確認する。 

 

 

ｄ．④放射線業務従事者が立ち入る場所に

ついては，放射線業務従事者が受ける線量

が線量限度を超えないようにし，さらに，

放射線業務従事者及び一時立入者（以下

「放射線業務従事者等」という。）の立ち

入る場所における線量を合理的に達成でき

る限り低減できるように，遮蔽及び機器の

配置を行うとともに，各場所への立入頻

物質の製錬の事業に関する規則等の規定に

基づく線量限度等を定める告示」に定めら

れている線量限度を超えないことはもとよ

り，合理的に達成できる限り低く（実効線

量で 50μSv/年以下）なるよう，金属キャ

スク及び使用済燃料貯蔵建屋により，十分

な放射線遮蔽を講ずる設計とする。 

 

金属キャスクは，使用済燃料集合体から

の放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽

材により遮蔽する設計とする。また，設計

貯蔵期間（50年間）に加えて事業所外運搬

に係る期間等を考慮した十分な余裕を有す

る 60 年間における中性子遮蔽材の熱によ

る遮蔽機能の低下を考慮しても十分な遮蔽

性能を有する設計とする。 

 

 

 

 

使用済燃料集合体を金属キャスクに収納

するに当たっては，遮蔽機能に関する評価

で考慮した使用済燃料集合体の燃焼度に応

じた当該使用済燃料集合体の配置の条件又

は範囲を逸脱しないよう，契約先である原

子炉設置者が確認した使用済燃料集合体の

収納等の状態が貯蔵上必要な条件を満足し

ていることを，記録により確認する。 

 

２ について 

使用済燃料貯蔵施設は，「使用済燃料の貯

蔵の事業に関する規則」に基づいて管理区

域を定めるとともに，放射線業務従事者が

受ける線量が「核原料物質又は核燃料物質

の製錬の事業に関する規則等の規定に基づ

く線量限度等を定める告示」に定められた

線量限度を超えないようにし，さらに，放

射線業務従事者等の立ち入る場所における

 

 

 

 

 

 

 

 

②差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④差異なし 
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時間等を制限することにより，放射線業務

従事者等の被ばくを低減する。また，遮蔽

設計の基準となる線量率を施設内の区分に

応じて適切に定め，区分の基準線量率を満

足するように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ⑤事業所内の管理区域以外の人が立

ち入る場所における線量を合理的に達成で

きる限り低くし公衆の線量限度以下に低減

できるよう，適切な措置を講ずる。 

 

 

度，滞在時間等を制限することにより，放

射線業務従事者等の被ばくを低減する。ま

た，遮蔽設計の基準となる線量率を施設内

の区分に応じて適切に定め，区分の基準線

量率を満足するように設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｅ．⑤事業所内の管理区域以外の人が立ち

入る場所における線量を合理的に達成でき

る限り低くし公衆の線量限度以下に低減で

きるよう，適切な措置を講ずる。 

 

 

線量を合理的に達成できる限り低減できる

ように，使用済燃料貯蔵建屋に遮蔽壁及び

遮蔽ルーバを設け，また，貯蔵区域への入

口に迷路又は遮蔽扉を設けて，遮蔽及び機

器の配置を行うとともに，各場所への立入

頻度，滞在時間及び立入エリアを制限する

ことにより，放射線業務従事者等の被ばく

を低減する。 

使用済燃料貯蔵建屋の遮蔽設計に当たっ

ては，放射線業務従事者の立入頻度，滞在

時間及び立入エリアを考慮して外部放射線

に係る基準線量率を設け，これを満足する

ようにする。 

 

また，事業所内の管理区域以外の人が立

ち入る場所における線量を合理的に達成で

きる限り低くし公衆の線量限度以下に低減

できるよう，外部放射線に係る線量の測定

を行い，必要に応じて区画の実施，作業時

間の制限等，適切な措置を講ずる。 

 

3.2 設計方針 

(2) 遮蔽機能 

金属キャスクは，使用済燃料集合体からの

放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材

により十分に遮蔽する設計とする。 

また，設計貯蔵期間（50年間）に加えて

事業所外運搬に係る期間等を考慮した十分

な余裕を有する 60 年間における金属キャ

スクのガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材の

放射線照射，熱による遮蔽性能の低下を考慮

しても，金属キャスク表面及び金属キャス

ク表面から１ｍの位置における線量当量率

は，それぞれ２mSv/h 以下，100μSv/h 以下

となるよう設計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤差異なし 
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3.3 主要設備 

(2) 遮蔽 

金属キャスクは，公衆及び放射線業務従

事者等に対して，放射線被ばく上の影響を

及ぼすことのないよう，使用済燃料集合体

から放出される放射線を本体胴及び蓋部に

より遮蔽する。ガンマ線遮蔽材には，十分

な厚みを有する鋼製の材料を用い，中性子

遮蔽材には，レジンを用いる。 

遮蔽解析フローを第 3.3－2 図に示す。遮

蔽解析においては，金属キャスクの実形状

を軸方向断面に二次元で適切にモデル化

し，使用済燃料の種類，燃焼度，濃縮度，

冷却期間等を条件に燃焼計算コードＯＲＩ

ＧＥＮ２を用いて，線量当量率評価に用い

る線源強度を求める。 

使用済燃料集合体の線源強度計算条件を

第 3.3－2表に示す。 

線源強度の計算には，使用済燃料集合体

平均燃焼度に対する軸方向の比を包含する

燃焼度分布（以下「ピーキングファクタ」

という。）を考慮する。線源強度の計算結果

を第 3.3－3 表に示す。 

線源強度に基づき，二次元輸送計算コー

ドＤＯＴ3.5 により，金属キャスク表面及

び表面から１ｍの位置における線量当量率

を求め，それぞれ２mSv/h 以下，100μSv/h

以下となることを確認する。 

線量当量率の評価は，第 3.3－3 表より，

最も線源強度の大きい新型８×８ジルコニ

ウムライナ燃料を対象として実施する。 

線量当量率の評価に当たっては，第 3.4

－1図～第3.4－3図に示す使用済燃料集合

体の燃焼度に応じた収納配置を考慮し，保

守的に線源強度を設定するなど，十分な保

守性を有する条件とする。また，設計貯蔵

期間（50年間）に加えて事業所外運搬に係

る期間等を考慮した十分な余裕を有する
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60 年間における金属キャスクの中性子遮

蔽材の熱による遮蔽性能の低下を考慮す

る。 

上記条件に基づく解析結果によれば，第

3.3－6 表に示すように，金属キャスク表面

及び表面から１ｍの位置における線量当量

率は，それぞれ２mSv/h 以下，100μSv/h 以

下を満足している。 

なお，上記解析は，最も実績のある手法

である二次元輸送計算コードＤＯＴ3.5 及

び断面積ライブラリＤＬＣ－23／ＣＡＳＫ

の組合せによる評価であるが，本断面積ラ

イブラリは特定の条件では中性子線量当量

率を過小評価することが知られていること

から，特定の条件で中性子線量当量率の評

価が向上するとされている断面積ライブラ

リＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ33 による評価結

果が示されている（７）。同評価では，金属キ

ャ ス ク 表 面 に お け る 線 量 当 量 率 は

1.811mSv/h であり２mSv/h 以下となるこ

と，金属キャスク表面から１ｍの位置にお

ける線量当量率は98.6μSv/hであり100μ

Sv/h 以下となることが，それぞれ確認され

ている。 

 

添付書類七 

5.2 線量評価結果 

リサイクル燃料備蓄センターからの直接

線及びスカイシャイン線による敷地境界外

の実効線量の計算を行った結果，その値は，

年間約2.8×10-2mSvである。 

したがって，平常時における公衆の実効

線量は，「核原料物質又は核燃料物質の製錬

の事業に関する規則等の規定に基づく線量

限度等を定める告示」（第２条）に示されて

いる周辺監視区域外における線量限度

（年間１mSv）を十分に下回る。 
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以上のように，リサイクル燃料備蓄センタ

ーに起因する平常時における公衆の線量

は，合理的に達成できる限り十分に低い。 

 

28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



54



55



56



57



58



59



60



61



62



63



64



65



66



67



68



69



70



71



72



73



74



75



76



77



78



79




